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要　旨

日本のように高速道路の整備が進み一定期間が経過した国々においては，老朽化

が進む高速道路の維持補修費用の財源確保が大きな課題となっている．もし高速道

路の維持補修費用の全額をを利用料金によって捻出しようとするとき，異なる車種

にどのような配分で利用料金を課せば効率性や公平性の観点から妥当であると言

えるだろうか．

本研究では、複数のルールに基づいて、異なる車両重量を持つ複数の車種間での

利用料金の配分モデルを提案し、利用料金が高速道路の維持補修費用を完全にカ

バーする条件の下での両車種の交通需要や利用者の便益、さらには社会的総余剰

などを比較することで最適な高速道路料金について検討する。
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第1章 はじめに

日本やその他多くの先進国においては高速道路の社会資本ストックがある一定の

水準に達し、現在では建設から一定期間が経過した高速道路の維持補修費用の財

源捻出が国土計画の重要な課題の一つとして認識されるに至った。特に我が国にお

いては、近年に至るまで高速道路の利用料金徴収は高速道路の資本コスト回収や

混雑抑制を主目的として実施されてきた上、その経営がコスト意識の希薄な公営

企業に委ねられてきた経緯も相まって、2005年の高速道路事業民営化以降は特に、

その安定した経営のために資本コストのみならず維持補修費用の回収により一層

焦点が置かれることとなった。

高速道路の維持補修費用の内、劣化した道路舗装の上塗り費用の割合は大きい。

この舗装劣化の原因は大まかには通行車両から受けるダメージと自然条件による

風化・老朽化の二つに分けられる。このうち、舗装が通行車両から受けるダメージ

は通行車 両の車体 総 重 量に依 存する。そ して、上塗 り以外の 道路補修や 高 速 道路

の運営上必要な保守点検費用・清掃費用・緑地帯管理費用・水光熱費・人件費・安全対

策費なども維持補修費用に含まれる。

また、日本では国土の特質上高速道路の構造物比率（=(橋梁延長+トンネル延長)/

総道路延長）が高い (日本:36.0%、米国:6.6%)、交通インフラが密集する平野部のほと

んどが軟弱地盤の沖積平野である、地震発生件数が多い、地価・物価が高い、気候

変動が大きいため土木構造物の自然劣化が早く冬季には除雪作業が必要である、

等の理由のため高速道路の建設コストは勿論のこと、維持補修費用も諸外国と比

べて非常に高い水準にある。米国との比較となると、1kmあたりの高速道路建設費

用は日本が約 50.1億円、米国が約 19.1億円と 2.6倍も高くなっている 16)。

この 諸 外国より 割高な維 持補修費 用と資本コ ストを効 率的に回 収し、な お かつ

高速道路利用者の厚生をできるだけ損ねない料金政策の実施が求められている。

そうすると異なる車両重量を持ついくつかの車種にどのように通行料金を配分す

ることが適切であろうか。

この問題の定式化に際しては CHIH PENG CHU & JYH-FA TSAI(2004) 1)による通行料

金モデルを参考にし、需要関数を新たな形に書き直した。そして、高速道路事業者
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が赤字にならない範囲でシステムの総便益を最大にする通行料金の他、いくつか

のルールに従った料金モデルを提案し、計算ソフトウェアである「GAMS」を用いて、

適当なパラメータ設定の下で各料金モデルでの均衡分析を行う。計算結果のうち、

各料金体系化でのシステム総便益や各車種の交通需要や通行料金、消費者余剰な

どを比較することで、料金政策上の示唆を得ることを最終目的とする。
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第2章 研究概要

2.1 従来の研究概要

一般的に高速道路の料金収入は、道路の建設債務返済、メンテナンスコスト（維

持補修費用）、道路延長事業などに利用されるが、維持補修費用はその中でも大き

な割合を占める。これは道路総延長約 650万 km、高速道路総延長 75500kmといずれに

おいても世界一を誇る米国においても例外ではない。Small（1989）らの指摘によれ

ば、米 連 邦 道 路管 理局（FHWA）のレ ポー トで は 高速 道路 の メン テ ナン スコ ス トは

１９７５年から１９８５年にかけて総道路財源支出の２５％以上を占め、しかも

そ の 割 合 は 上 昇 傾 向 に あ る と い う。し か し 未 だ 、高 速 道 路 料 金 の 車 種 別 配 分 に あ

たってメンテナンスコストはあまり考慮されていないのが現状である。Johnsson &

Mattson（1994）によれば、メンテナンスコストは固定部分と可変部分の二つに分け

られる。固定部分とは、自然条件による劣化、保守点検、清掃費用、水光熱費等で

あり、道路運営上毎年ほぼ一定の金額となる。一方、可変部分とは高速道路を走る

車による舗装へのダメージによるものであり、交通量に依存する。さらに言えば、

個々の車両が舗装へ与えるダメージはひとつの車軸の両輪に加わる鉛直荷重である

等価単軸荷重（ESAL:Equivarent Single Axle Load）の約 4乗に比例している（4乗ルール）

3)。こ れ は ア メ リ カ 合 衆 国 の 高 速 道 路 の 規 格 に 関 す る 基 準 設 定 機 関 で あ る 米 国 全

州道路交通運輸行政官協会（AASHTO）の道路試験 (1962)にて導き出されたものであ

る 5)。この道路試験では等価単軸荷重が 80kN（=18kip=18000pounds=8.125t=8125kg）のト

ラックが何回 通 過 す れば 路面があ る特定の 閾値まで 劣化する のかを基準 と し てそ

の他の軸数、車両重量の車種の通過によってもどの程度路面が劣化するのかが調査

された。この結果、車両の通行による路面の劣化は等価単軸荷重のおよそ 3.75乗に

比例することが明らかとなったが、日本を始め世界の多くの国々では信頼性の担保

のため 4乗ルールとしてこの結果が用いられることとなった。日本の場合、等価単

軸荷重の代わりに車両の通過による道路劣化の基準として 1967年以降は 49kN(5t)換

算輪荷重が用いられている。これは、アスファルト舗装の設計において 49kNの輪荷

重（一つの車輪に加わる荷重）を持つトラックが何回通過すれば道路が一定のレベ
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ルまで劣化するかを基準とするもので、他の異なる輪荷重を持つ車種については

4乗ルールによってトラック何台分の交通量に匹敵するか換算している。このため、

メンテナンスコストの可変部分の負担割合は各車種の等価単軸荷重に応じて適切

に設定されることが求められる。

CHIH PENG CHU & JYH-FA TSAI(2004)はこの等価単軸荷重を用いて車体重量の異な

る二車種間の高速道路通行料金配分を定式化した。ここではシステムの総便益が

最大化されるような通行料金が計算され、この料金が維持補修費用をカバーする

条件について議論がなされている 1)。

2.2 分析手法

本 研 究 で は 、CHIH PENG CHU & JYH-FA TSAI に よ る 論 文「Road pricing models with

maintenance cost」の通行料金モデルを参考に、需要関数を価格弾力性一定の形に直

し、かつ車種の数がnの場合を考えて再度定式化を行った。そして、交通需要者が赤字

にならない条件で各利用者の総消費者余剰を最大にするような通行料金（SecondBest

の料金）を数値シミュレーションによって実際に計算し、その料金の下での各車種の

交通需要や総消費者余剰等についても明らかにする。また、SecondBestな料金は総

消費者余剰を最大化する半面、公平性が考慮されているわけではない点に注意せ

ねばなるまい。すなわち、SecondBestの料金によって各車種間で経済的な不公平が生

ずる恐れがある。そのため本研究では SecondBestの料金以外にも、いくつかのルー

ルに従って料金設定を定式化し、同様に数値シミュレーションによって、それらのルー

ルの下での通行料金とその通行料金の下での各車種交通需要や総消費者余剰を計

算する。そして、SecondBestの料金も含めたいくつかの通行料金制度について、各車

種間の支払う通行料金やトリップ費用、総消費者余剰を比較することで、維持補修

費用を考慮したときの最適な通行料金配分について効率性や公平性の観点から考

察する。
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第3章 料金設定分析モデル

3.1 モデルの背景と前提条件

本章では、前述の通りCHIH PENG CHU & JYH-FA TSAI,「Road pricing models with main-

tenance cost」(2004)を基にして、各車種の交通需要関数を価格弾力性一定のモデルで

表し、高速道路事業者が赤字にならない条件で高速道路の通行料金の次善の解に

ついて検討する。

枝別れがなく渋滞のない高速道路を、n種類の異なる車両重量・単軸荷重を持つ

車種が走行していると仮定する。本モデルで議論するのは高速道路ネットワーク上

のある特定のリンクにおける交通であり、各車種の交通需要はこの区間でのトリッ

プの一般化費用に依存して決まるものとする。

車種 i(1 ≤ i ≤ n)の利用者の交通需要関数・時間費用関数・トリップの一般化費用関

数を次のように表す。

交通需要関数:

Vi = QiP
−εi
i (3.1)

時間費用関数:

Cti = riCi(V1,…, Vn) (3.2)

トリップ一般化費用関数:

Pi = τi + Cti (3.3)

ちなみに、

(車種i交通需要の価格弾力性)

= −
dVi
Vi

dPi
Pi

= −dVi

dPi
× Pi

Vi

= −
{

Qi(−εi)P−εi−1
i × Pi

QiP
−εi
i

}
= εi(一定)

である。
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各記号の意味は次の通りである。

Vi:車種 iの交通需要（台/hour）、

Pi:車種 iのトリップの一般化費用（$）、

Cti :車種 iの時間費用（$）、

Ct:当該区間の通行時間（{Vi|1 ≤ i ≤ n}の関数）(hour)、

Qi:当該区間の交通需要ポテンシャル（台/hour）、

εi:各車種の交通需要の価格弾力性（パラメータ）、

ri:車種 iの利用者の時間価値（$/hour）（パラメータ）、

τi:車種 iの通行料金（$）（パラメータ）

ここで、交通需要は単位時間（hour）あたりのものとする。

各車種の移動時間はリンクコストパフォーマンス関数の一種である BPR関数を用

いて次の ように算 出 し ている 。なお、同一 システム 内で各車 種の移動時 間は同じ

になるものとする。

Ct = t0[1 + α(
∑n

i=1 Vi

K
)β] (3.4)

ここで、

Ct:移動時間（hour）、

t0:自由交通流での移動時間（hour）、

K:当該区間の交通容量（基本交通容量）（台/hour）、

α, β:パラメータ　

である。

さて、τiについて何か特定のルールに基づく条件式を与えてやれば、これらの式

と式 (3.1)、式 (3.2)、式 (3.3)を {Pi|1 ≤ i ≤ n}、{Vi|1 ≤ i ≤ n}、{Cti |1 ≤ i ≤ n}について解くこ
とで均衡が計算できる。その解を {P̂i|1 ≤ i ≤ n}, {V̂i|1 ≤ i ≤ n}, {Ĉti |1 ≤ i ≤ n}とする。こ
のとき、各主体に生じる便益は次のように計算できる。

車種 iの利用者の総便益:

NBi =
∫ Pi

P̂i

QiP
−εi
i dPi (3.5)

or
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NBi = Vi × (
Vi

Qi
)−

1
εi +

∫ V̂i

Vi

(
Vi

Qi
)−

1
εi dVi − V̂i × (

V̂i

Qi
)−

1
εi (3.6)

この総便益は、交通需要関数のグラフを表した図–3.1の網掛部の面積と同じとな

る。Viはある適当な小さな値である。この値の取り方は消費者余剰の値を変化させ

る。しかし、消費者余剰はその絶対値そのものに意味があるわけではなく、異なる

均衡における値の間の差にのみ意味があるため、どのようにこの値を設定しても

結論に影響はない。

式 (3.6)の積分を計算すると、

NBi = Q
1
εi
i × Vi

1− 1
εi


 Q

1
εi
i

1− 1
εi

V
1− 1

εi
i




V̂i

Vi

−Q
1
εi
i × V̂i

1− 1
εi

= Q
1
εi
i

(
Vi

1− 1
εi +

1
1− 1

εi

V̂i
1− 1

εi − 1
1− 1

εi

Vi
1− 1

εi − V̂i
1− 1

εi

)

=
Q

1
εi
i

−εi + 1
(Vi

1− 1
εi − V̂i

1− 1
εi ) (3.7)

高速道路事業者の利潤:

Bc =
n∑

i=1

τiV̂i −
n∑

i=1

Cmi(V̂i)− Cm (3.8)

ここで、

Cmi(Vi):(車種 iの交通需要に依存する)可変メンテナンスコスト ($)、

Cm:固定メンテナンスコスト ($)

さらに、これらの結果より、システム全体の純便益（SNB:System’s Net Benefit）は、

SNB =
n∑

i=1

NBi + Bc

=
n∑

i=1

Q
1
εi
i

−εi + 1
(Vi

1− 1
εi − V̂i

1− 1
εi ) +

n∑

i=1

τiV̂i −
n∑

i=1

Cmi(V̂i)− Cm (3.9)

ここで、τi = P̂i − Cti(V̂1,…, V̂n) = ( V̂i
Qi

)−
1
εi − riCt(V̂1,…, V̂n)を用いると、

SNB =
n∑

i=1

Q
1
εi
i

−εi + 1
(Vi

1− 1
εi − V̂i

1− 1
εi )

+
n∑

i=1

{(
(
V̂i

Qi
)−

1
εi − riCt(V̂1,…, V̂n)

)
V̂i

}
−

n∑

i=1

Cmi(V̂i)− Cm

=
n∑

i=1

Q
1
εi
i

−εi + 1
(Vi

1− 1
εi − εiV̂i

1− 1
εi )−

n∑

i=1

{
V̂iri

}
Ct(V̂1,…, V̂n)−

n∑

i=1

Cmi(V̂i)− Cm (3.10)
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この結果より、SNBは均衡における交通需要 {V̂i|1 ≤ i ≤ n}のみの関数として表せる
といえる。

さて、メンテナンスコストについての議論に移ろう。

各車種の交通需要に依存する可変部分は次のように表わせる。

Cmi = M × L×Ni × Vi (i = 1, 2) (3.11)

ここでは、劣化等価係数としてNi:等価単軸荷重（ESAL:Equivalent Single Axle Load）を

用いている。

Ni = (
ωi

80kN
)4 (3.12)

各記号の意味は次の通りである。

ωi:車種 iの単軸荷重 (kN)、

M :大型トラック（単軸荷重 80kN）１台１ km走行時の道路舗装劣化に対する再舗装費

用 (限界メンテナンスコスト)($/台・km)、

L:当該区間の道路延長 (km)

である。

こ こで は、各 車 種 共 に 各 車 軸にかか る荷重のう ち最大の ものを単 軸荷重 と して

定義する。道路舗装の劣化は単軸荷重の 4乗に比例するものとする。

そして、メンテナンスコストの固定部分は次のように表す。

Cm = km × L (3.13)

km:交通量に関係なく必要な当該区間の道路 1km、1時間あたりの資本コストと維

持補修費用の合計 (パラメータ)（$/km）　

ここ で 、資本コス トは当該 区間あた りの高速道 路のライ フサイク ルコスト から

ランニングコストを差し引いたものを構造物寿命（hour）と当該区間延長（km）で割

り、災害リスクや借入金の金利などを加味することで概算できる。固定的な維持補

修費用は当該区間あたりの高速道路のランニングコストから可変メンテナンスコ

ストを差し引き、単位時間（hour）、単位距離（km）あたりに換算することで概算で

きる。実際の計算では前年度までの年間ランニングコストの統計データを用いる

などして当該年度のランニングコストを予測できるものとする。
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以上の 設定 を 用 い て、次節 からはそ れぞれのル ールに従 い通行料 金を数 式 で表

現していく。

3.2 FirstBestの料金

社会全体を一つの塊としてその中にいる各主体間の格差などを考慮に入れない

場合、最適な料金政策としては社会的総余剰が最大になるような料金政策が考え

られる。社会的総余剰は本来、消費者の総余剰、生産者の総余剰、政府の税収の合

計 で 表 現 さ れ る 。本 研 究 で 取 り 扱 う シ ス テ ム 内（ 当 該 区 間 の 高 速 道 路 ）で 考 え る

と、社会的総余剰は前述のシステム全体の純便益（SNB）であるからこれが最大に

なる条件で通行料金を設定すればよい。この通行料金を FirstBestの通行料金と呼称

する。

前節の結果を用いると、SNBが最大になるときの V ∗
i は

∂SNB

∂Vi
(V ∗

1 ,…, V ∗
n ) = 0 (3.14)

⇔ (
V ∗

i

Qi
)−

1
εi − riCt(V ∗

1 ,…, V ∗
n )−

n∑

i=1

{V ∗
i ri} ∂Ct

∂Vi
(V ∗

1 ,…, V ∗
n )− ∂Cmi

∂Vi
(V ∗

i ) = 0

の条件式を満たす。

これら n個の式からからなる連立方程式を解くことで、このルールにおける各車

種の交通需要 {V ∗
i |1 ≤ i ≤ n}が導かれる。この結果を用いると、FirstBestの料金設定

τ∗i は、

τ∗i = P ∗
i − Cti(V

∗
1 ,…, V ∗

n )

= (
V ∗

i

Qi
)−

1
εi − riCt(V ∗

1 ,…, V ∗
n )

=
n∑

i=1

{V ∗
i ri} ∂Ct

∂Vi
(V ∗

1 ,…, V ∗
n ) +

∂Cmi

∂Vi
(V ∗

i ) (3.15)

と表される。

上式において、第一項は車種 iの交通需要変化による全車両の移動遅延コスト、第

二項は車種 iの需要変化による追加メンテナンスコストを表している。これらは、

各車種の交通需要が変化することで引き起こされる社会的コストの変化量（社会

的限界費用）を表している。
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3.3 SecondBestの料金

さて、前節の料金設定では社会全体の便益は（社会的総余剰）は最大化されるが、

高速道路事業者の利潤が負になる、すなわち赤字になる可能性がある（cf.Cmが非常

に大きいとき）。この場合、高速道路事業者が早晩破産し、長期的に見れば社会全

体の厚生 が著しく 損 な われる 危険性が ある。その ため、そう ならない条 件の下で

SNBを最大化するような料金設定を考える必要があるであろう。

本研究では各料金設定における各車種利用者の便益の比較を用意にするため、高

速道路事業者がちょうど赤字にならないような、言い換えると利潤がちょうどゼロ

になるような料金設定を考える。このとき事業者の収入と支出は一致しているた

め次の条件式が成り立つ。

n∑

i=1

τiVi =
n∑

i=1

Cmi(Vi) + Cm

⇔
n∑

i=1

{(
(
Vi

Qi
)−

1
εi − riCt(V1,…, Vn)

)
Vi

}
−

n∑

i=1

Cmi(Vi)− Cm = 0 (3.16)

ただし、τi = Pi−Cti(V1,…, Vn) = ( Vi
Qi

)−
1
εi − riCt(V1,…, Vn)を用いた。これを制約式とし、

SNBを最大化する非線形計画問題を解けばよい。この問題のラグランジアンを次

のように定義する。

L(V1,…, Vn, λ) = SNB(V1,…, Vn)

+ λ

{
n∑

i=1

{(
(
Vi

Qi
)−

1
εi − riCt(V1,…, Vn)

)
Vi

}
−

n∑

i=1

Cmi(Vi)− Cm

}
(3.17)

ここで、事業者が赤字にならない範囲内で SNBを最大にする交通需要を {V ∗∗
i |1 ≤

i ≤ n}とおくと、次の条件式が成り立つ。

∂L

∂Vi
(V ∗∗

1 ,…, V ∗∗
n , λ) = 0

⇔ (
V ∗∗

i

Qi
)−

1
εi − riCt(V ∗∗

1 ,…, V ∗∗
n )−

n∑

i=1

{V ∗∗
i ri} ∂Ct

∂Vi
(V ∗∗

1 ,…, V ∗∗
n )− ∂Cmi

∂Vi
(V ∗∗

i )

+ λ

{
(1− 1

εi
)(

V ∗∗
i

Qi
)−

1
εi − riCt(V ∗∗

1 ,…, V ∗∗
n )−

n∑

i=1

{V ∗∗
i ri} ∂Ct

∂Vi
(V ∗∗

1 ,…, V ∗∗
n )− ∂Cmi

∂Vi
(V ∗∗

i )

}

= 0 (3.18)
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∂L

∂λ
(V ∗∗

1 ,…, V ∗∗
n , λ) = 0

⇔
n∑

i=1

{(
(
V ∗∗

i

Qi
)−

1
εi − riCt(V ∗∗

1 ,…, V ∗∗
n )

)
V ∗∗

i

}
−

n∑

i=1

Cmi(V
∗∗
i )− Cm = 0 (3.19)

これら (n + 1)個の式からなる連立方程式を解くことで、このルールにおける各車

種の交通需要 {V ∗∗
i |1 ≤ i ≤ n}とラグランジュ定数 λが導かれる。すると、SecondBestの

料金は次のように表される。

τ∗∗i = (
V ∗∗

i

Qi
)−

1
εi − riCt(V ∗∗

1 ,…, V ∗∗
n ) (3.20)

ここで式 (3.18)に式 (3.20)を代入した式のうち、車種 i, j(1 ≤ i ≤ n, 1 ≤ j ≤ n, i 6= j)に関

する二式から λを消去すると次式が導かれる。

−τ∗∗i +
∑n

i=1 {V ∗∗
i ri} ∂Ct

∂Vi
(V ∗∗

1 ,…, V ∗∗
n ) + ∂Cmi

∂Vi
(V ∗∗

i )

τ∗∗i −∑n
i=1 {V ∗∗

i ri} ∂Ct
∂Vi

(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )− ∂Cmi
∂Vi

(V ∗∗
i )− 1

εi
(V ∗∗i

Qi
)−

1
εi

=
−τ∗∗j +

∑n
j=1

{
V ∗∗

j rj

}
∂Ct
∂Vj

(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n ) +
∂Cmj

∂Vj
(V ∗∗

j )

τ∗∗j −∑n
j=1

{
V ∗∗

j rj

}
∂Ct
∂Vj

(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )− ∂Cmj

∂Vj
(V ∗∗

j )− 1
εj

(
V ∗∗j

Qj
)
− 1

εj

(3.21)

両辺に−1を掛けて逆数を取ると、

1−
1
εi

(V ∗∗i
Qi

)−
1
εi

τ∗∗i −∑n
i=1 {V ∗∗

i ri} ∂Ct
∂Vi

(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )− ∂Cmi
∂Vi

(V ∗∗
i )

= 1−
1
εj

(
V ∗∗j

Qj
)
− 1

εj

τ∗∗j −∑n
j=1

{
V ∗∗

j rj

}
∂Ct
∂Vj

(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )− ∂Cmj

∂Vj
(V ∗∗

j )
(3.22)

両 辺 か ら 1 を 引 い た も の に −1 を 掛 け て 、も う 一 度 逆 数 を 取 り、(V ∗∗i
Qi

)−
1
εi = τ∗∗i +

riCt(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )、(
V ∗∗j

Qj
)
− 1

εj = τ∗∗j + rjCt(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )、を用いると

τ∗∗i −∑n
i=1 {V ∗∗

i ri} ∂Ct
∂Vi

(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )− ∂Cmi
∂Vi

(V ∗∗
i )

τ∗∗i + riCt(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )
εi

=
τ∗∗j −∑n

j=1

{
V ∗∗

j rj

}
∂Ct
∂Vj

(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )− ∂Cmj

∂Vj
(V ∗∗

j )

τ∗∗j + rjCt(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )
εj (3.23)
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これは書き換えると、次のように表現できる。

(SecondBest車種 i料金)− (車種 i社会的限界費用)
車種 i一般化費用

× (車種 i需要価格弾力性)

=
(SecondBest車種 j料金)− (車種 j社会的限界費用)

車種 j一般化費用
× (車種 j需要価格弾力性)

(3.24)

FirstBestの料金設定は、各車種の利用料金を各車種の社会的限界費用に等しく設

定するものである。しかし、赤字が出た場合は、事業者の赤字を相殺するために通

行料金を社会的限界費用よりも高く設定する必要がある。この値上げされた料金

が SecondBestの料金となる。

さてこのとき、(料金値上げ幅) = (SecondBest料金)− (社会的限界費用)であるから、

これを用いて式 (3.24)を書き換えると、

車種 i料金値上げ幅
車種 i一般化費用

×車種 i需要価格弾力性

=
車種 j料金値上げ幅
車種 j一般化費用

×車種 j需要価格弾力性

(3.25)

すなわち、

車種 i料金値上げ率×車種 i需要価格弾力性

= 車種 j料金値上げ率×車種 j需要価格弾力性

(3.26)

が成り立っている。

式 (3.26)はラムゼイルールを表している。すなわち、SecondBestの料金設定におい

ては、高速 道路事業者 が赤字に ならない ように通 行料金を 値上げする 場合、交通

需要の価格弾力性の低い車種ほど値上げ率が高くなるように設定しなければなら

ない。そうでなければ制約条件下においての SNB最大化が達成されないのである。

この解釈としては次のことが考えられる。つまり、交通需要の価格弾力性が低い車

種は料金の値上げが大きくなっても交通需要があまり変化しない。よって、SecondBest
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の料金設定におけるSNB(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )がFirstBestの料金設定におけるSNB(V ∗
1 ,…, V ∗

2 )か

らあまり乖離しないということになるのである。

一般的には、大型車より普通車の方が需要の価格弾力性が低いとされている 11)た

め、この SecondBestの料金設定（ラムゼイルールによる料金設定）では、普通車の料

金負担が比較的大きくなることが予想される。

3.4 環境負荷を考慮したSecondBestの料金

前節では、システム全体の純便益 (SNB)を計算するにあたり、主体を各車種利用者

と高速道 路事業者に 限定して いた。ここ で、自動車 交通が外 部にもたら す環境負

荷を考慮に入れると SNBは環境負荷の分だけ差し引いて考えるべきであろう。

各車種が外部に与える環境負荷を次のように定義する。

Ei(Vi) = ei × L× Vi (3.27)

ここで、

Ei:車種 i全体が外部に与える環境負荷（$）、

ei:車種 i一台が単位距離（km）走行あたり外部に与える環境負荷（$/台/km）（パラメー

タ）

である。

この項を導入すると、SNBは次のように表現される。

SNB =車種 1利用者の総便益+…+車種 n利用者の総便益

+ 高速道路事業者の利潤−環境負荷

=
n∑

i=1

Q
1
εi
i

−εi + 1
(Vi

1− 1
εi − V̂i

1− 1
εi ) +

n∑

i=1

τiV̂i −
n∑

i=1

Cmi(V̂i)− Cm −
n∑

i=1

eiLV̂i (3.28)

これを基に順次計算していくと、式 (3.23)は次のように書き換えることができる。

τ∗∗i −∑n
i=1 {V ∗∗

i ri} ∂Ct
∂Vi

(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )− ∂Cmi
∂Vi

(V ∗∗
i )− eiL

τ∗∗i + riCt(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )
εi

=
τ∗∗j −∑n

j=1

{
V ∗∗

j rj

}
∂Ct
∂Vj

(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )− ∂Cmj

∂Vj
(V ∗∗

j )− ejL

τ∗∗j + rjCt(V ∗∗
1 ,…, V ∗∗

n )
εj (3.29)
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式 (3.23)と比較すると、車種 i, jが高速道路を通行するときに発生する社会的コス

トが社会的限界費用からそれぞれ eiL、ejLだけ増加していると言える。すなわち、

SecondBestの料金制度ではこの社会的コスト増加分を補填するため、各車両が外部

に与える環境負荷の分だけ通行料金が割り増しされる。

なお、この環境負荷を考慮した SeconBestの料金制度は参考に留めておき、後の比

較検討には用いない。
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第4章 その他の料金設定

4.1 SecondBest料金の問題点

前節では SNBの最大化を最適な料金設定の条件であるとの観点から、事業者が赤

字にならない SecondBestの料金という一つの妥当な料金制度を定式化した。しかし、

この料金 制度は必ず しも最適 であると は言えな いのでは ないか。例え ば、この料

金制度では価格弾力性の小さな車種ほど通行料金が割増されるが、それはすなわ

ち普通車利用者の負担が大きくなってしまうということである。普通車の場合、平

日であれば通勤のために高速道路を利用している利用者が多いはずである。もし

も代替的な交通手段がない場合、彼らのトリップは利用料金が上がったとしても避

け難く、日々の通勤手段として高速道路を利用しているならばなおさら彼らへの負

担が大きくなってしまうことが予想される。

このことから、本節では SecondBest料金以外の妥当な料金設定を考える。特に、普

通車利用者の便益が損なわれないような料金設定として二つの料金設定案の定式

化を行い、次節以降での比較検討に繋げたいと思う。

4.2 EU型環境負荷重課料金

4.2.1 背景

1999年に欧州委員会が制定した高速道路の利用料金に関する法的枠組みでは、利

用料金は車種ごとにインフラの平均コストをベンチマークとすることが決められ

ている。また、外部費用を含めることは禁止されており、利用者料金はインフラ関

連のコス トのみに基 づき設定 すること とされて いる。これ は、混雑費用 や環境費

用等の外部コストを利用者料金の制度から分離することを意味している。すなわ

ち、この枠組みは利用者料金と混雑税や環境税等の税金を明確に区別しているの

である。一 方 で こ の 枠 組みの特 徴として 、利用者料 金が車種 ごとのイン フ ラ の平

均コストをベンチマークとしながらも、それからの乖離を許容している点が挙げ

られる。平 均 コ ス ト か らの乖離 が許され るのは、第 一にピー クとオフピ ー ク の時
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差料金（最大料金差 100％）、第二に環境負荷の高い自動車への重課 (最大料金差 50

％)である。これらの乖離はそれぞれの車両が実際に引き起こす混雑コストや環境

コストに 応じて決 定 さ れるわ けではな いことに 注意した い。すなわち 、高速道路

利用者の 交通需要 を 抑 制しよ うという 意図はな い。これら の乖離はあ くまで、新

たなテクノロジー（鉄道におけるロジスティック改善による交通需要の鉄道分担率

増加、環境負荷の小さい車両の開発、等）の導入へのインセンティブを社会へ与え

ることによって混雑や環境負荷の根本的解消を期待するものである。また、インフ

ラ平均コストのうち、メンテナンスコストの固定部分の費用配分に関して車種ご

とに細分 化が試み ら れ ている 。例えば、よ り大きな 車両重量 を支えるた めに必要

な分厚い路盤のコストに関しては大型車両が、比較的早いスピード（時速 130km程

度）で走るために必要な幅広で曲線長の長い道路設計のコストに関しては小型車

両が負担するべきであるとされている。 17)

4.2.2 定式化

前小節で述べたような特徴を持つ利用者料金を「EU型環境負荷重課料金」と呼称

し以下で定式化する。

まず、この環境負荷重課料金では交通需要の価格弾力性による料金区別はしてい

ない。車種ごとの料金水準のベースとなっているのは、当該区間の道路インフラに

かかるコストである。この車種ごとのインフラ平均コスト +α（ピークとオフピー

クの時差料金、環境負荷の高い車両への重課）が利用者料金となる。そして、この

+αは、各車両の交通需要に関する社会的限界費用に関係なく決定される。大型車

は普通車に比べ環境負荷が高い上に、利用料金以外でも実際に外部に与える環境

コストによって環境税が課されることもあるため、この EU型環境負荷重課料金は

大型車の利用料金が比較的高くなることが予想される。

なお本料金の定式化にあたっては、SecondBestの料金制度との比較を容易にするた

めにピーク・オフピークの時差料金は考慮に入れないことにする。

モデルで使用する記号は FirstBest・SecondBestの料金とほぼ同じであるが、新たな

数値、

ei:車種 iのもたらす環境負荷に対する重課（$）（パラメータ）、

Cci :車種 iに関する単位道路延長（km）単位時間（hour）あたりの高速道路構造コスト
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（$/km/hour）（パラメータ）、

D:料金割引率、

を加えて、車種 iの通行料金を

τi =

(
Cmi(Vi) + CciL

Vi
+

Cm∑n
i=1 Vi

+ ei

)
×D (4.1)

のように表す。

eiは車種 iが実際にもたらす厳密な環境負荷ではなく、各車種が外部に与える環境

負荷の大小に応じた罰金のようなものである。Cci は当該区間の高速道路の資本コ

ストを道路延長（km）と構造物寿命（hour）で割ったもののうち一部を、高速道路の

構造（道路の幅、舗装の分厚さ、カーブの曲率、等）を考慮して各車種ごとに再配

分したものである。Dはこの通行料金収入によって、高速道路事業者の利潤がちょ

うどゼロになるように調整するための料金割引率である。

こ の料 金制度 で は 、高速道 路の 維持 補修費用の 固定部分 を各車両 に平均的 に分

配した上で、各車種の通行によって生じる環境コストを料金に加えている。

このとき、通行料金収入が高速道路の維持補修費用をちょうどカバーする条件を
n∑

i=1

τiVi =
n∑

i=1

{Cmi(Vi) + CciL}+ Cm (4.2)

のように与えると、これらの式 (4.1)、式 (4.2)と式 (3.1)、式 (3.2)、式 (3.3)より、このルー

ルでの均衡解が求められる。

4.3 維持補修費用平均分配料金

4.3.1 背景

普通車の利用料金が比較的高くなることが予想される「SecondBestの料金」と大型

車の通行料金が比較的高くなることが予想される「EU型環境負荷重課料金」との

間の中間的モデルとして「維持補修費用平均分配料金」を提案する。

この料金モデルでは、需要の価格弾力性による差別化も、環境負荷による差別化

も行わない。そのため、普通車・大型車双方の利用料金の増加割合に差が出にくい

と考えられる。よって、これを中間的なモデルと表現した。次小節でこの料金設定

案を定式 化する。なお 、各記号の 意味する ところは 記号が同 一なものに 関しては

SecondBestの料金と同じである。
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4.3.2 定式化

車種 iの高速道路利用料金をそれぞれ次のように表す。

τi =
Cmi(Vi)

Vi
+

Cm∑n
i=1 Vi

(4.3)

この料金は、単純に可変メンテナンスコストを各車種の交通需要で、固定メンテ

ナンスコストを全車両の交通需要で割ったものであり、価格弾力性にも環境負荷に

も依存していない。さらには、社会的限界費用にも依存していない。前節の EU型

環境負荷重課料金との一番の相違点は、各車種に対する環境付加への重課をなく

していることである。

このとき、以下が成り立っている。

n∑

i=1

τiVi =
n∑

i=1

Cmi(Vi) + Cm (4.4)

よって、

(高速道路事業者の利潤)

=
n∑

i=1

τiVi −
n∑

i=1

Cmi(Vi)− Cm = 0

(4.5)

すなわち、この場合高速道路事業者の利潤はちょうどゼロとなり赤字にはならな

い。式 (4.3)、式 (4.5)、そして式 (3.1)、式 (3.2)、式 (3.3)による連立方程式を解けば、この

利用料金についても均衡解が得られる。
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第5章 数値シミュレーションによる分析

5.1 各モデルの具体化

本章では、これまでに示した料金制度案のうち、FirstBestの料金、SecondBestの料

金、EU型環境負荷重課料金、維持補修費用平均分配料金に関して適当なパラメー

タ設定の下で数値シミュレーションを行う。

各モデルの具体的なパラメータ設定については一部を CHIH PENG CHU & JYH-FA

TSAI,「Road pricing models with maintenance cost」(2004)から流用し、その他の数値は日本

の首都高速道路株式会社が毎年発表している首都高速道路の維持修繕管理報告書

を参考にする。首都高速道路では車種区分は普通車と大型車の二車種に分けられ

ているのに加え、分析もし易いことから、本章でもこの二車種区分を採用する。な

お日本の高速道路事業者のうち、首都高速道路株式会社・阪神高速道路株式会社で

は二車種、NEXCO東日本・NEXCO中日本・NEXCO西日本・本州四国連絡道路株式会

社では五車種（二輪・軽自動車、普通車、中型車、大型車、特大車）に分かれた料金

設定を採用している。

システム内の車両は首都高速道路の用いている車種区分によって普通車と大型車

に分けら れるが 、このとき両車種の単軸荷重は 図–5.1に示すように代表的に 8kN、

80kN と与えることにする。

そして、交通需要については、普通車の割合が高い場合、両車種の割合が同等の

場合、大型車の割合が高い場合の計三通りのシミュレーションを行う。

以下で計算上のパラメータを示す。添え字 1, 2はそれぞれ 1:普通車、2:大型車を表

すものとする。

• 交通需要ポテンシャル（台）：(Q1, Q2) = (2500, 500), (1500, 1500), (500, 2500)

• 交通需要の価格弾力性（-）：(ε1, ε2) = (0.65, 0, 85)

• 時間価値（$/hour）：(r1, r2) = (20, 20)

• 交通需要基準値（台）：(V1, V2) = (1, 1)
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• 等価単軸荷重（kN）:(ω1, ω2) = (8, 80)

• 自由交通流での移動時間（hour）：t0 = 0.1

• BPR関数内のパラメータ（-）：(α, β) = (0.15, 4)

• 基本交通容量（台）：K = 3000

• 固定部分のメンテナンスコスト係数（$/hour/km）：km = 207

• 可変部分の限界メンテナンスコスト（$/km/台）：M = 0.1

• 当該区間の道路延長（km）：L = 6

———————————————————————————-

なお、EU型環境負荷重課料金については次に示すように kmを再定義し、数値をい

くつか加える。

• 環境負荷に対する重課（$）:(e1, e2) = (10, 100)

• 高速道路構造コスト（$/km/hour）:(Cc1 , Cc2) = (10, 10)

• 固定部分のメンテナンスコスト係数（$/hour/km）：km = 187

補足までに、対象区間は枝分かれのない１リンクからなる高速道路とする。延長

は 6(km)、制限速度は 60(km/hour)であり、自由交通流における移動時間は 0.1(hour)で

ある。高速道路 1kmあたりの建設費用は 50億円であり、解体コストや災害リスクを

考慮した資本コストは 1kmあたり 100億円、構造物寿命は 100年であるとして、当該

区間の単位時間（hour）あたりの資本コストを概算した。 16) 維持補修費用のうち、

固定部分は舗装の上塗り以外に関する費用で当該区間 1kmあたり年間 8140万円程度

であると仮定する。 14) なお、金額は 100円 = 1$と換算して計算している。

数値シミュレーションにあたっては、計算ソフトウェアである「GAMS」(General Algebraic

Modeling System)を使用した。

5.2 各モデルの計算結果

5.2.1 (Q1, Q2) = (2500, 500)の場合

表–5.1参照
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5.2.2 (Q1, Q2) = (1500, 1500)の場合

表–5.2参照

5.2.3 (Q1, Q2) = (500, 2500)の場合

表–5.3参照

5.3 計算結果の比較

まず、この数値シミュレーションでは、交通需要が少なく維持補修費用が高い道路

を仮定している。なぜならば、交通需要が多く（=通行料金収入が多く）固定維持補

修費用の安い道路であれば、FirstBestの料金（以下 FB料金）において既に事業者が

黒字を達成している可能性が高い。

このような状況の高速道路においては、通行料金は最早 FB料金に設定すればよ

く、その他の料金設定について分析する必要性はあまりないであろう。

よって、以上の仮定の下での数値シミュレーションを行い、その結果を前節に示し

た 。な お 、比 較 の た め に 各 交 通 需 要 下 で の 通 行 料 金 を グ ラ フ 化 し 、図–5.2、図–5.3、

図–5.4に示す。

まず、FB料金において、SNBは最大化されているが事業者の利潤は負の値つまり

赤字になっている。もしも、当該区間やその他の赤字区間での赤字分が小さく、黒

字区間による黒字分がその赤字分を補填して余りあるならば、事業者の経営につ

いてなんら問題は無いように思われる。しかし、もしも、事業者の有する道路区間

の 多 く が こ の よ う な 赤 字 区 間 で あ り、そ れ で も な お 公 共 の 福 祉 の た め そ れ ら の 道

路区間の運営を継続すべきであるとすれば、事業者が赤字にならない程度の最低

限の通行料金値上げは止むを得ないであろう。そして、そのような値上げは当該区

間ごとに別々に行う、すなわち当該区間の値上げ分は当該区間の維持補修費用をカ

バーするためだけに利用する、というのが受益者負担の原則から考える一つの方

策であろう。

さて、FB料金では事業者が赤字を出してしまう場合、赤字にならないような他

の 3つの料金制度、SecondBestの料金（以下 SB料金）、EU型環境負荷重課料金（以下

EU料金）、維持補修費用平均分配料金（以下 ED料金）について考えねばなるまい。
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まず、SB料 金 で あ る が、FB料金と 比べる と明ら かに 普通車 の通行 料金 の値上 げ

率が高くなっている。その他料金設定との比較においても、FB料金からの普通車の

値上げ率は最大であり、これは通行料金の絶対値そのものも最大となっていること

を意味している。ちなみにこれは、FB料金から SB料金への料金値上げ率は交通需

要の価格弾力性に反比例するという第三章における式展開から得られた示唆に合

致している。以上のことから、確かに SB料金は普通車の利用者にとって最も負担の

大きい通行料金であると言える。

次に、EU料金であるが、こちらは他の料金設定に比べて大型車の通行料金がか

なり割高になっている。そのため、大型車の交通需要も減少し、維持補修費用総額

も最も低い。SNBはわずかながらではあるがすべての料金設定中最小となる。

そして次に特筆すべきは、ED料金の SB料金からの乖離が非常に小さいことであ

ろう。ほぼすべての変数が SB料金に近い値を示しており、SNBも SB料金に限りなく

近い。そして推測どおり、交通需要やトリップ費用、通行料金などすべての数値が

SB料金と EU料金の間にあり、これが中間的な料金制度であると分かる。この ED料

金のもう一つの特徴として、交通需要が大型車に偏るほど SB料金からの乖離が大

きくなり、普通車の料金負担が SB料金に比べて軽くなるということが挙げられる。

また全体として言えることであるが、ちょうど赤字が出ない条件では各料金設定

において SNBに目立った差が現れていないことである。このことから、常識的な範

囲内であれば多少の料金設定変更はその高速道路が社会に与える便益をそれほど

損ねないということが言えるのではないか。

5.4 公平性について

公平な配分とはそもそもどういったものであろう。本研究では公平な配分の条件

として、「ある配分がパレート効率性と羨望のない状態での衡平性の二つの基準を

満たしている」というものを採用したい。 8)

パレート効率的配分とは、「どんな別の配分を考えても全ての個人の状態を同時

に出来る可能性がもはや存在しない」ような配分である。本研究においては、所得

再分配や補助金・税金による事業者の赤字補填が許されず、よって事業者が赤字に

ならない分だけ通行料金を徴収するという状況を仮定している。この条件下での

料金設定はどれもがすでにパレート効率性を満たしている。 7)
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しかし、家計と企業の間の支払い能力に大きな差があり、各家計間・各企業間で

の所得格差を高速道路の通行料金のみでは調整し得ない以上、「羨望のない状態で

の衡平」（equity of no-envy）は実現が難しい。

以上のことから本研究において、完全な「公平性」（fairness）を満たす料金設定の

実現は困難であると考えられる。

これらを踏まえた上で、可能な限り各車種間の公平性の実現を考えるならば、通

行料金設定にどのような配慮が必要であろう。

ここでは次の二つの仮定を置いている。第一に、普通車の多くは家計が所有しそ

の主な用途は通勤トリップであるということ。第二に、大型車利用者の多くは企業

でありその主な用途は物資の輸送であるということである。この二つの仮定より、

通 行 料 金 の 支 払 い 能 力 は 企 業 た る 大 型 車 利 用 者 に お い て 高 く、家 計 た る 普 通 車 利

用者において低いということが言えるであろう。すなわち、支払い能力に応じた公

平性（垂直的公平性）の課税原則に基づけば、普通車の料金よりも大型車の料金の

方が割高になることが望ましいと考えられる。

5.5 政策的示唆

以上の計算結果と議論より、高速道路の維持補修費用をカバーしつつ、効率性や

公平性の観点から望ましい通行料金の設定について次のような示唆が得られる。

ま ず、交通 量 が 多く 十 分 な料 金 収 入が 見 込 める よ う な区 間 に お いて は FB料 金 に

よる料金収入で維持補修費用を賄うことができるため、FB料金が最適な料金設定

であるといえる。この料金設定は、SNBを最大化するという意味において効率的で

あり、また垂直的公平性を満たし、外部性（維持補修費用固定部分、混雑コスト）も

反映されている点で望ましい料金設定である。

次に、交通量が少なく十分な料金収入が見込めない場合、SNB最大化を重視する

なら SB料金が最適な料金設定となる。ただし、この料金設定では普通車の通行料

金が最も高くなるため、普通車利用者が通勤などのために毎日使わざるを得ず、そ

れでいて他の代替交通手段の無いような区間においてはこの料金設定は普通車利

用者にとって少々負担の重い料金となるかもしれない。これは、垂直的公平性の観

点からは 必ずしも 望 ま しいと はいえな い。しかし 、事業者に 赤字が出な い よ うな

その他の料金設定における普通車料金との比較において、料金にそれほどの差は
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見られなかったことから、普通車利用者におけるこの程度の負担増は SNB最大化の

ために受容されるべきであるという考え方もあろう。

一方、EU料金では、他の料金制度と比べて大型車の通行料金がかなり大きくなっ

ている。そもそも、EU料金は大型車に環境負荷への重課を課すことで、普通車の

負担が小さくなるような料金制度として提案したものであるから当然といえば当

然である 。垂直的公平 性や外部 性の料金 への反映 を考える と、大型車の 負担が大

きいこの料金制度はそれなりの妥当性を持つ料金制度であろう。ただし、大型車通

行の外部 性を大き く 評 価しす ぎるとあ まりにも 大型車に とって不利な料 金となり

かねない。しかも、大型車利用者の多くは企業であると仮定しているため、大型車

利用者の 負担増に よ る 企業所 得低下や 物流効率 性悪化が 廻り廻って普通 車利用者

すなわち家計の負担増に結びつくという可能性についても注意せねばなるまい。

また、他の観点からこの料金制度の利用価値を評価できるかもしれない。すなわ

ち、この料金制度を普通車の負担を減少させるという目的のために利用するので

は な く、た だ 単 に 当 該 区 間 か ら 環 境 負 荷 の 高 い 大 型 車 を 排 除 す る と い う 目 的 の た

めに利用するのである。この場合、この料金が設定されるべき区間というのは、交

通量の少ない場所であれば自然や景観の保護区域や住宅地の近くや地盤の弱い区

間、交通量の多い場所であれば道路としての能力が弱い区間（道路幅が狭い、斜線

が少ない、構造が弱い、舗装が弱い）などであろう。

そして、SB料金では普通車利用者すなわち家計の負担が大きすぎるということ

であれば、SB料金の代わりに SB料金よりわずかに普通車の負担が小さいED料金を

用いるのも手である。特に、SB料金では交通需要が大型車に偏るにつれて普通車

の料金負担割合はさらに増加していく傾向にあるが、ED料金はそれに伴い SB料金

から乖離していく。つまり、普通車の料金負担割合があまり増加しないのである。

このため、この料金制度は、SNBが SB料金に近いという点で効率性が比較的高く、

ある程度 垂直的公平 性と外部 性（維持補 修費用可 変部分）の 料金への反 映も実現

している点でバランスのとれた料金設定であると言えるのではないか。
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第6章 おわりに

本研究では高速道路の資本コストを含む維持補修費用が通行料金収入のみによっ

て完全に賄われる条件について論じ、条件を満たす料金制度を複数のルールに基

づいて定式化した。さらに、数値シミュレーションによりそれぞれの料金制度に関

して具体的な均衡分析を行い、その計算結果に示された料金配分の妥当性を公平

性、外部性 の 料 金 へ の 反映など の観点か ら評価し た。維持補 修費用は舗 装 の 上塗

りに関 す る 可変 部 分 と それ以 外の費用 に関する 固定部分 に分割した 。ここで、可

変部分はそれぞれの車両の単軸荷重と交通需要に依存する費用となっている。

数値シミュレーションにおいて、交通量が多く通行料金収入が十分な区間におい

ては FirstBestの料金（FB料金）収入が維持補修費用を上回るため、SNBを最大化す

るという点でこの料金を最適な料金としてもよいであろう。

FB料金では事業者に赤字が出てしまう場合に関して三つの料金制度を提案した。

こ れ ら の 料 金 制 度 の う ち SNBが 最 も 大 き く な る の は SecondBestの 料 金（SB料 金 ）設

定であるが、その他の料金設定においても SNBはそれほど変わらない。このため、

事業者にぎ りぎ り赤字が出ないような料金制度においては、その SNBの大 き さよ

りも各車種間の公平性の方が問題としては大きいように考えられる。それでもな

お、SNB最大化を重視するのであれば SB料金が効率的で最適な料金設定である。し

かし、普通車の利用者はそのほとんどが家計であり、そのトリップは曜日や時間帯

によっては通勤などの差し控えることのできないトリップであることが多い。その

ため、垂直的公平性の観点からは SB料金は必ずしも望ましい料金制度とは言えな

い。SB料金では普通車利用者の負担が大きすぎるということであれば、それより

もいくらか普通車の負担が小さい維持管理費用平均分配料金（ED料金）が推奨さ

れる。この料金のメリットは、SNBが SB料金とあまり変わらないこと、そして交通

需要がど ちらかの 車 種 に偏ったと しても各 車種の料 金の負担 割合がほと んど変わ

らないことである。この料金制度は SB料金に近いという点で比較的効率的であり、

公平性も若干考慮されている。また、EU型環境負荷重課料金は、垂直的公平性と

外部性の料金への反映が実現できている点で望ましい。しかし大型車利用者の負

担が過度にならないよう環境負荷の評価に対しては慎重になるべきである。
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本研究では、交通量が比較的少なく FB料金では赤字になってしまうような道路区

間で維持補修費用を完全に回収するような料金制度を、しかも比較のため事業者

の便益がゼロになるような料金制度を議論した。しかし、実際の高速道路では FB

料金による通行料金収入で黒字が出るような区間もあり、しかも、全区間の FB料金

収 入 が 全 区 間 の 維 持 補 修 費 用 を 上 回 る よ う な 事 業 者 も 存 在 す る で あ ろ う。そ の よ

うな事業者はその利潤をどのように取り扱うべきであろう。また、公共財たる高速

道路を借り受けて運営している高速道路事業者が利益追求のために通行料金を値

上げすることは妥当であろうか。

も しも 、高速 道 路 事 業 に お けるサー ビス水準の 向上や新 規事業展 開による 高速

道路利用者への利益還元が見込まれ、なおかつその還元による利用者便益の向上

分が値上げによる利用者便益の低下分を上回るのであれば、事業者にある程度の

利益追求を許すことは妥当であるといえるのではないか。このような点について

の分析も課題として残っているであろう。
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付 録A 付図

図–3.1 利用者の便益
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図–5.1 車種区分
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表–5.1 計算結果：(Q1, Q2) = (2500, 500)

付–3



表–5.2 計算結果：(Q1, Q2) = (1500, 1500)
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表–5.3 計算結果：(Q1, Q2) = (500, 2500)
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図–5.2 通行料金比較：(Q1, Q2) = (2500, 500)
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図–5.3 通行料金比較：(Q1, Q2) = (1500, 1500)
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図–5.4 通行料金比較：(Q1, Q2) = (500, 2500)

付–8
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